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○ 国際基幹航路の我が国への寄港を維持・拡大することにより、企業の立地環境を向上させ、我が
国経済の国際競争力を強化 ⇒ 雇用と所得の維持・創出

政 策 目 的 ： 国 際 基 幹 航 路 の 我 が 国 へ の 寄 港 を 維 持 ・ 拡 大 す る こ と
政

策

目

的

※国際基幹航路の我が国への直接寄港が少なくなると、本来最も安価で短時間の直接寄港ルートが減るというサービス水準の直接の
低下に加え、我が国立地企業の輸送が海外トランシップを経るルートを選択せざるを得なくなり、我が国立地企業が直接寄港ルートと
の比較による価格交渉力を失い、海外トランシップルートの料金高騰等立地環境の悪化を招く。また、積み替え時の積み残し等による
遅延リスク、荷傷みのリスク等も懸念される。

政
策
目
標

国際コンテナ戦略港湾に寄港する欧州基幹航路を週３便に増やすとともに、北米基幹航路のデイリー寄港を維
持・拡大する。また、アフリカ、南米、中東・インドといった、現状で我が国への寄港が少ない航路の誘致も進める。

国際コンテナ戦略港湾において、グローバルに展開する我が国立地企業のサプライチェーンマネジメントに資する
多方面・多頻度の直航サービスを充実する。

平成２６年から、概ね５年以内

平成２６年から、概ね１０年以内

国際コンテナ戦略港湾の
「競争力強化」

国際コンテナ戦略港湾への
「集貨」

国際コンテナ戦略港湾背後
への産業集積による「創貨」

主

な

施

策

○国際コンテナ戦略港湾の港湾運営
会社に対する集貨支援
（アジアからの広域集貨を含む）

○国際コンテナ戦略港湾背後に立
地する物流施設の整備に対する
支援

○コンテナ船の大型化や取扱貨物量
の増大等に対応するための、大水
深コンテナターミナルの機能強化

○荷役システムや情報技術を活用し
た海上コンテナ物流の高度化実証
事業等によるコスト削減、利便性向
上のための取組の推進

○国際コンテナ戦略港湾の港湾運営会
社に対する国の出資

国際コンテナ戦略港湾政策の概要
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「集貨」の取組
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事業対象者

阪神港

京浜港

釜山港等

京浜港
阪神港

国際コンテナ戦略港湾における基幹航路の維持・拡大を図るため、経営統合した港湾運営会社の集貨事業等
の経費の一部を補助する「国際戦略港湾競争力強化対策事業」を実施する。

事業スキーム

国

港湾運営会社

補助対象事業

○基幹航路維持・拡大に資する集貨事業
○渋滞対策に資する事業

補助
（事業費の１／２）

外航船社

内航船社

荷主
等

国際コンテナ
戦略港湾利用
への転換

集貨事業イメージ

転換させた貨物に対し、
インセンティブを港湾運営会社が
事業対象者に付与 等

国際コンテナ戦略港湾の港湾運営会社に対する集貨支援
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※8,500TEU型を投入

【寄港地】
京浜（横浜）-青島-寧波-上海-釜山-北米東岸（ニューヨーク・ボストン・ノーフォーク）
-東南アジア（シンガポール・カイメップ）-香港-塩田-上海-寧波-北米西岸（プリンス
ルパート・バンクーバー）-京浜（横浜）

正式名称 ：中遠海運集装箱運輸有限公司
（COSCO Shipping Lines Co.,Ltd）

本 社 ：中国 上海市

設 立 ：1961年

船 舶 ：船舶 約３００隻

船腹量 ：約１５６万ＴＥＵ（世界第４位） 新規北米基幹航路就航の記者会見

コスコ社の概要

京浜港（横浜港）

バンクーバー

プリンスルパート

新規北米航路(CPNW)
(平成29年4月開設)

北米

平成２９年４月からコスコ社が京浜港（横浜港）において北米基幹航路を新規開設。

国際コンテナ戦略港湾 京浜港（横浜港）における北米基幹航路の新規開設
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震災以降過去最高阪神・淡路大震災

国際コンテナ戦略港湾政策により阪神港への集貨が進められた結果、神戸港の平成28年のコンテナ貨物取
扱量（外内貿合計）が約２８０万ＴＥＵ（速報値）となり、阪神・淡路大震災（平成７年）以降過去最高を記録。

阪神港（神戸港）への集貨によるコンテナ取扱貨物量の増加



「国際戦略港湾競争力強化対策事業」を活用することにより、戦略港湾に接続する国際フィーダー航路の寄港便数が
西日本諸港においては約５割（６８便／週→９９便／週）、東日本諸港においては約３割（３３便／週→４３便／週）増加。

※ 国際戦略港湾競争力強化対策事業 ： 国際コンテナ戦略港湾における基幹航路の維持・拡大を図るため、
経営統合した港湾運営会社の集貨事業等の経費の一部を補助する事業

京浜港

６８便／週（2014年４月時点）
↓

９９便／週（2017年６月時点）

（その他）

門司（８便）

阪神

北九州（３便）

博多（６便）

八代（１便）

大分（３便）

細島（２便）

油津（１便）
志布志（４便）

薩摩川内
（１便）

宇部（３便）

三田尻中関
（５便）

徳山下松
（６便）

大竹
（３便）

岩国
（４便）

広島（１１便）

福山（１便）
水島（９便）

高知（１便）

松山
（４便）

今治
（２便）

三島川之江
（４便）

高松
（１便）

徳島小松島
（1便）

姫路
（３便）

※ 赤字・赤丸（●）の港は、寄港便数が増加した港

新居浜
（２便）

長崎（１便）

伊万里（１便）

和歌山 １便／週

名古屋 ２便／週

横浜 ４便／週

東京 １便／週

阪神港

国際戦略港湾競争力強化対策事業による国際フィーダー網の拡大

苫小牧
（５便）

釜石
（１便）

大船渡
（１便）

仙台塩釜
（１０便）

小名浜
（１便）

常陸那珂
（１便）

鹿島
（１便）

清水
（６便）

御前崎
２便

八戸
（６便）

阪神 ４便

門司・博多 ２便

名古屋 ３便

（その他）

寄港便数：約５割増加

３３便／週（2016年３月時点）
↓

４３便／週（2017年６月時点）

寄港便数：約３割増加

京浜
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阪神港

京浜港

◆大型内航コンテナ船 (400TEU型)“さがみ”の投入
（約１５億円／隻、平成２５年１１月～）

◆国内最大内航コンテナ船(540TEU型)“なとり”の投入
（約２５億円／隻、平成２７年１２月～）

京浜港～阪神港～門司・博多港航路に就航させ、内航コンテナ船で初の
定曜日ウィークリーサービスを実施。同型船を平成３０年度に１隻新造予定。

博多港

苫小牧港

京浜港～阪神港～九州航路
540TEU型“なとり”投入

同型船“さくら” を阪神港～瀬戸内～九州航路に投入（平成28年8月～）。
同型船を平成２９年度に１隻新造予定。

京浜港～北海道・東北航路
400TEU型“さがみ”投入

国際フィーダー航路の強化を図る国際コンテナ戦略港湾政策の推進により、内航船社における大型内航コン
テナ船の新造などの新規投資・事業を誘発。井本商運においては、国内初の大型内航コンテナ船“さがみ”の
投入を皮切りに、新造船に約１６９億円（全13隻：平成25年11月以降）を投資（国内船主からの傭船を含む）。

◆その他通常船を平成２９年度までに
４隻新造予定

総トン数749t（約200TEU級）
：１隻（約10億円／隻）

総トン数499t（約140TEU級）
：３隻（約８億円／隻）
小計 約34億円

京浜港～阪神港航路*
200TEU型×４隻 投入

◆内航コンテナ船（200TEU型）４隻の投入
（約１０億円／隻、平成２６年１０月以降順次 ）

“ふたば”：平成26年10月～ “みかげ”：平成27年9月～
“みゆき”：平成28年8月～ “みさき”：平成28年10月～

小計 約45億円

小計 約40億円

小計 約50億円

*ふたば”のみ名古屋港、四日市港にも寄港

国際コンテナ戦略港湾政策の推進による内航船社の動き（井本商運の例）



◆内航コンテナ船（209TEU型)“しんせと”の投入
（平成２５年９月～）

京浜港～北海道・東北航路に209ＴＥＵ型の内航コンテナ船の投入に
より、輸送能力が従前の最大２倍に向上。

104ＴＥＵ型の内航コンテナ船を阪神港~高知~阪神港~九州航路に投
入し高知港発着貨物を阪神港経由で輸送

京浜港～北海道・東北航路
２０９TEU型“しんせと”投入

国際フィーダー航路の強化を図る国際コンテナ戦略港湾政策の推進により、内航船社における内航コンテナ
船の新造・新規航路の開設等などを誘発。鈴与海運においては、同社初の209ＴＥＵ型の内航コンテナ船“し
んせと”の投入を行うともに、平成28年10月には高知港にとって初めてとなる国際フィーダー航路を開設。

阪神港

京浜港
博多港

苫小牧港

高知港

◆高知港～阪神港間の国際フィーダー航路の開設
（平成２８年１０月～）

阪神港～高知港～阪神港～九州航路
高知港で初の国際フィーダー航路

◆平成29年４月以降の動き
〇 近海郵船と業務提携を結び、平成29年４月以

降、国際フィーダーサービスの維持・強化を実施。
〇 平成29年５月に東日本航路に内航コンテナ船を

一隻増配し、東日本からの貨物集約を強化。
〇 209ＴＥU型の内航コンテナ船を平成30年１月以

降、順次３隻投入予定。

国際コンテナ戦略港湾政策の推進による内航船社の動き（鈴与海運の例）
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アジアからの広域集貨

9

北米

中米

南米

京浜港・阪神港
（国際コンテナ戦略港湾）

東南アジア等からの
広域集貨

北米基幹航路の維持・拡大

国際戦略港湾における基幹航路の維
持・拡大を図るため、港湾運営会社が
行う集貨事業等の経費の一部を補助
する事業

事業スキーム

国

港湾運営会社

補助
（事業費の１／２）

事業対象者

補助対象事業

【今後】

東南アジア等～北米間
T/S貨物：約113万TEU

東南アジア等～北米間のT/S貨物を
国際コンテナ戦略港湾に転換

北米

中米

南米

【現状】

東南アジア等～北米間
T/S貨物：約113万TEU（年間）

日本
北米

63

75

（単位：万TEU）

東南アジア・
南アジア 148

293
131

141

東南アジア等～北米間コンテナ貨物の1/4はトランシップ
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-3

0
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6
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％)

東南アジア（ＡＳＥＡＮ）の経済成長率は高水準

出典：IMF - World Economic Outlook Databases(Gross domestic product, constant prices Percent change)より
国土交通省港湾局作成

直航貨物
3,279,156 

トランシップ貨物
1,130,844 

合計 約441万TEU

出典：Datamyne（2015）より国土交通省港湾局作成

直航貨物
約328万TEU

トランシップ貨物
約113万TEU

我が国港湾関係事業者の進出が加速

我が国港湾関係事業者が新設した物流施設（インドネシア）

国際戦略港湾競争力強化対策事業 アジアからの広域集貨のイメージ

国際基幹航路の我が国への寄港の維持・拡大をより強力に推進するためには、高い経済成長等を背景に増大する東南アジア
等地域貨物、特に東南アジア等～北米間をトランシップして輸送されている貨物（年間約113万TEU）の取り込みが必要。

このため、 「アジア広域集貨事業」を活用し、東南アジア等～北米等間を輸送される貨物等の国際コンテナ戦略港湾への集貨
を促進し、北米基幹航路の維持・拡大を図る。



阪神港（神戸港）におけるアジアからの広域集貨に向けた取組
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高い経済成長等を背景に増大する東南アジア等地域貨物、特に、現在アジア諸港でトランシップして東南アジ
ア等～北米等間を輸送されているコンテナ貨物を阪神港（神戸港）に取り込むための検討を進めることを目的に、
官民が一体となった「アジア広域集貨プロジェクトチーム」を平成29年3月に設立。

１．概要
経済成長が著しく、日系企業が数多く進出している、東南ア

ジア地域貨物の集貨や、東南アジア～北米間の貨物の神戸
港でのトランシップ機能回復に向けた検討を進める。

２．構成員

物流事業者、荷主、国土交通省港湾局、近畿地方整備局、
阪神国際港湾㈱、神戸市（事務局）

３．開催頻度
平成29年３月設立。今後、２～３ヶ月に１回開催予定。
（次回開催は、平成29年６月頃を予定）

アジア広域集貨プロジェクトチームアジア広域集貨プロジェクトチーム マリタイムデーリーニュース 平成29年３月３０日（木） ２面

アジア広域集貨プロジェクトチーム設立会の模様（平成29年3月29日）
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国際コンテナ戦略港湾（京浜港・阪神港）への集貨を図るため、国（地方整備局）が中心となって、
港湾運営会社と連携しつつ、日本全国の荷主への働きかけを強力に推進。

荷主説明会・意見交換会の開催

個別の荷主への訪問

港湾運営会社による具体的な集貨事業の実施

荷主意見交換会の模様 （平成26年11月、横浜市）

荷主意見交換会の一例
物流効率化に関する荷主意見交換会（平成26年11月、横浜市）

荷主企業10社が参加（参加企業例：㈱クボタ、㈱小松製作所、㈱東芝等）

全国の地方整備局において、直接職員が各地域の個別荷主を訪問し、
国際コンテナ戦略港湾政策の理解醸成、京浜港・阪神港への集貨協力依頼、
サービス向上等に向けた意見聴取等を実施。

京浜港・阪神港への集貨を目的として、
地方整備局が中心となり、
荷主等を集めた説明会を開催。

平成26年度： 197社訪問
平成27年度： 297社訪問
平成28年度： 237社訪問

阪神国際港湾株式会社及び横浜川崎国際港湾株式会社が、国が
実施する国際戦略港湾競争力強化対策事業（会社が実施する集
貨事業に対して国が1/2を補助する制度）も活用しつつ、個別の荷
主等を訪問し、国際コンテナ戦略港湾への集貨事業を実施。

平成26年度：約800社訪問、 約80社と契約

平成26年度： 26回開催
平成27年度： 16回開催
平成28年度： 21回開催

平成27年度：約1,000社訪問、約110社と契約

国主導による全国からの集貨に向けた荷主への働きかけ

平成28年度：約1,400社訪問、約210社と契約



第３回協議会第２回協議会

東日本国際コンテナ戦略港湾政策推進協議会東日本国際コンテナ戦略港湾政策推進協議会 西日本国際コンテナ戦略港湾政策推進協議会西日本国際コンテナ戦略港湾政策推進協議会

・国土交通省港湾局国際コンテナ戦略港湾政策推進室京浜強化・対策班
（関東・東北・北陸・中部の各地方整備局並びに北海道開発局併任）

・京浜港及び東日本において国際海上コンテナを取り扱う港の港湾管理者
（１９港湾管理者）

・特定港湾運営会社（横浜川崎国際港湾株式会社）

１．概要

２．構成員

３．開催実績

東日本地域の各港において、京浜港の国際コンテナ戦略港湾としてのメ
リットを最大限に活かし、効率的かつ安定的な国際コンテナ物流を実現す
るために広く、関係者により意見交換及び情報共有する。

西日本地域の各港の関係者が情報共有及び意見交換を行い、西日
本全体の効率的で安定的な国際海上コンテナ物流を実現させるととも
に、国際コンテナ戦略港湾政策を推進することを目的とする。

１．概要

２．構成員

３．開催実績

・国土交通省港湾局国際コンテナ戦略港湾政策推進室 阪神強化・対策班
（近畿・北陸・中国・四国・九州の各地方整備局）

・阪神港及び西日本地域において国際海上コンテナを取り扱う港の港湾
管理者（３４港湾管理者）

・特定港湾運営会社（阪神国際港湾株式会社）

第1回協議会

オールジャパンの体制で国際コンテナ戦略港湾への集貨を図るため、国（地方整備局）主導の下、東日本・
西日本の各地域の港湾管理者・港湾運営会社が出席する協議会を開催。

第２回協議会

国主導による広域集貨に向けた港湾管理者への働きかけ

12

【開催日時】
第1回 平成27年 9月 3日（木）
第2回 平成28年 1月27日（水）
第3回 平成28年 9月 1日（木）

第4回 平成29年 1月18日（水）

【開催日時】
第1回 平成26年10月22日（火）
第2回 平成27年 1月20日（火）
第3回 平成27年 9月 3日（木）
第4回 平成28年 1月27日（水）
第5回 平成28年 9月 1日（木）
第6回 平成29年 1月18日（水）

【これまでの主な議題】
・東日本国際海上コンテナ流動の

現況把握
・内航船社へのヒアリング方策の確認・

結果の共有
・国際フィーダー促進の取り組み 等

【これまでの主な議題】
・西日本国際海上コンテナ流動の

現況把握
・国際フィーダー促進の取り組み 等



「創貨」の取組
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阪神港（神戸港）における創貨に向けた取組

14

十分な保管スペースや流通加工機能を有した物流施設が埠頭の近傍に新設されることにより、工場からの輸
出用生産品の受入が増加し、神戸港において創貨効果が見込まれる。

港湾機能高度化施設整備事業（物流拠点再編・高度化支援施設） 特定用途港湾施設整備事業

① ② ③

施設位置 ポートアイランド地区 ポートアイランド（第2期）地区 六甲アイランド地区

事業者 上組（代表）、メーカー（共同） 上組（代表）、良品計画（共同） 川西倉庫

事業期間 H27.6～H28.3 H29.2～H30.3 H28.3～H28.10

延床面積 19,000m2 21,000m2 8,200m2

施設外観
（施設イメージ） 東側西側

東側 立面図南側 立面図

西側 立面図北側 立面図

東側 西側

【事業概要】

①

②

③

＜港湾機能高度化施設整備事業（物流拠点再編・高度化支援施設）＞
複数の事業者が更新・整備する物流施設の共用部、共同施設の
整備費用の１／３を補助

＜特定用途港湾施設整備事業＞
流通加工機能を有した物流施設の整備費用の一部を無利子貸付
（国３：港湾管理者３：民間事業者４）

【支援内容】 【施設位置】

六甲アイランド地区

ポートアイランド地区



横浜港の創貨機能の強化（山下ふ頭再開発と連携）

南本牧ふ頭

山下ふ頭

新山下地区
・本牧ふ頭

横浜港

MC-4

老朽化した物流施設

流通加工機能を有する物流施設

【物流機能の沖合への移転・高度化】

○山下ふ頭再開発と併せて老朽化した倉庫を沖側のコンテナターミナル近
傍に移転し、流通加工機能を有した倉庫に建て替える。

〇移転時期：平成２８年度～
（うち、平成２８年度事業開始６件分の総事業費 約１８０億円）

【山下ふ頭再開発基本計画】

○山下ふ頭の大規模な開発空間、優れた
立地特性、景観資源等を活かし、民間の
資金・資源・ノウハウ等を活用して、大規
模で魅力的な集客施設を導入し、新たな
賑わい拠点を形成する。

○面積：約４７ｈａ（一部供用エリア約１３ｈａ）
〇事業目標：

平成３２年 一部供用
平成３０年代後半 全体供用

ベイブリッジ

新たな横浜の
シンボルとなる
大規模施設ゾーン

文化、芸術、エンターテイメント、宿泊
による滞在ゾーン

一部供用エリア

民間による投資

民間投資の誘発による横浜港の創貨機能を大幅に向上させるため、山下ふ頭の既存の老朽化倉庫をより沖
側の南本牧ふ頭、本牧ふ頭、新山下地区へ移転し、流通加工機能を有した倉庫に建て替えるとともに、山下
ふ頭においては観光・ＭＩＣＥを中心とした新たな賑わい拠点を形成する。
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○農林水産物・食品の鮮度を保ったまま長時間の海上輸送することを可能とする上で、最新の鮮度維持技
術を活用したリーファーコンテナは有効な手段。
○農林水産物・食品の輸出額1兆円の目標を2019年までに達成する上でも、生鮮品の大量かつ低コストの
輸送が可能な船舶輸送の拡大は重要。

最新型CAコンテナ 非熱電場技術コンテナ

・CAコンテナは、コンテナ内の窒素濃度を上げ、
酸素濃度を低く一定に保つことにより、青果物の
呼吸を最小限に抑え、鮮度を維持する。

・現在、20ftのCAコンテナが、アジア向けに毎週
数本利用されている。

・非熱電場技術コンテナは、コンテナ内に高電圧を
かけることにより、殺菌効果のあるオゾンを発生
させるとともに、電場による微弱な振動によって
0℃を下回っても凍結させないように冷却して、鮮
度を維持する。

・現在、実証実験を終え、今年度中に改良型等が販
売される予定である。

～最新の鮮度保持輸送技術の普及に対する支援～

○ 高品質低炭素型の鮮度保持コンテナ等導入支援（環境省連携事業）
農林水産物・食品等の低温物流（コールドチェーン）において、最新の鮮度保持輸送技術等を活用した高品質な冷蔵・冷凍コンテナの普

及により、積載率の向上や海上・鉄道輸送へのモーダルシフトを促進し、温室効果ガスの削減による地球温暖化の防止及び低炭素・省労働
力型の物流体系の構築を図る。

オゾン
冷気

電場による微振動機能イメージ

78%

21%

1%以下

90%

5%5%

■：窒素 ■：酸素 ■：二酸化炭素

平成29年度予算：4億円

最新の鮮度保持輸送技術の普及促進
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農水産物輸出促進基盤整備事業

2,680 
4,593 118 

268 
1,698 

2,640 

0

5,000

10,000

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2019年

農産物 林産物 水産物

■港湾管理者が農水産物の輸出促進のための行動計画を策定し、国土交通省が認定した場合に以下の基盤整
備を支援

・ 輸出拠点となる港湾における小口貨物積替円滑化支援施設やリーファーコンテナ蔵置時の電源供給設備の整備
・ 水産業の集積する港湾における水産物の輸出競争力強化を図るために実施する屋根付き岸壁等の整備

リーファーコンテナ電源供給設備積替施設（ＣＦＳ等）
水産業の集積する港湾

農水産物の輸出コンテナ増加に対応した施設整備を支援

水産物の輸出競争力強化を
図るための施設整備を支援

海外へ輸出

近隣港湾

近隣漁港

小
口
貨
物
を
集
約

（例）水産物輸出のイメージ
農水産物の輸出拠点となる港湾

屋根付き岸壁等
（イメージ写真）

制度概要

4,496

7,502

我が国の農林水産物・食品の輸出額の推移

政府目標：
2019年に１兆円

億円

海上コンテナ貨物
79%

海上バルク貨…

航空貨物
17%

輸出される農林水産物・食品の８割は海上コンテナを利用

農林水産物・食品の輸出手段別割合（2015年）

7,451億円

出典：農林水産省資料、貿易統計、H25全国輸出入コンテナ貨物流動調査に基づき国土交通省港湾局作成

新たな輸出成長分野として見込まれる農水産物の輸出増加に対応するため、農水産物の輸出に戦略的に取
組む港湾において、農水産物の輸出促進に資する港湾施設の整備を支援。
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「競争力強化」の取組
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［北港南地区］
国際海上ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ整備事業（水深16m）
事業期間：H3～H38予定

写真： © Airbus DS 2017

大阪港

写真：Google

［ポートアイランド（第２期）地区・六甲アイランド地区］
国際海上ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ整備事業（水深16m）
事業期間：S62～H32予定

神戸港

北港南地区

ポートアイランド
（第２期）地区

六甲アイランド
地区

平成２９年度の実施中プロジェクト（阪神港）
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［中央防波堤外側地区］
国際海上ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ整備事業(水深16m)
事業期間：H19～H31予定

［10号地その２～中央防波堤外側地区］
臨港道路整備事業（南北線）
事業期間： H26～H31予定

10号地その２

中央防波堤外側

東京港

［東扇島～水江町地区］
臨港道路整備事業
事業期間：H21～H35予定

写真：Google

写真：Google

東扇島

水江町

撮影：平成26年12月
ⓒDigitalGlobe

［南本牧ふ頭地区］
国際海上ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ整備事業（水深18m)
事業期間（予定）：H19～H32

［南本牧～本牧ふ頭地区］
臨港道路整備事業
事業期間：H21～H30年代後半予定

川崎港

横浜港

南本牧地区

本牧地区

平成２９年度の実施中プロジェクト（京浜港）
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大水深コンテナターミナルの機能強化による「競争力強化」

〔事業概要〕
整備施設：岸壁 延長400m(水深18m)【耐震】、荷さばき地【耐震】、

護岸、荷役機械(４基(24列対応))【免震】、ターミナル整備
整備期間：平成１９～２９年度
総事業費：９２４億円
※平成27年４月 暫定供用（借受者：三菱倉庫）
※荷さばき地(ヤード)を国が直轄事業で整備。

岸壁と一体で国が直接港湾運営会社に貸付け。

横浜港 南本牧ふ頭地区において、世界最大級のコンテナ船（18,000TEU 積み）にも対応できる国内唯一の大
水深・高規格コンテナターミナル(水深-18m)を整備し、平成２７年４月１日に暫定供用開始。

大水深コンテナターミナルの機能強化による「競争力強化」

21

横浜港南本牧ふ頭（平成27年2月撮影）

ＭＣ３ターミナルに入港する大型コンテナ船 ＭＣ３ターミナルにおける大型コンテナ船の荷役の様子

MC1
(供用中)

MC2
(供用中)

MC3
(H27.4

供用開始)

MC4
(整備中)



【実施期間・ゲートオープン拡大時間】

＜阪神港＞平成26年度～平成28年度
（平成28年度においては、GW前後（4月27日～5月27日）、SW前後（9月20日～9月30日）、年末年始（12月22日～1月20日）の

早朝（8:00～8:30）＜日祝日は除く＞ 昼休み（11:30～13:00）＜土日祝日は除く＞に実施。
＜京浜港＞平成28年度～

（平成28年度においては、１２月２２日～３月３１日の 早朝（7:30～8:30）＜水～金＞、 昼休み（12：00～13:00）＜月～金＞に実施。

戦略港湾において発生しているコンテナターミナルのゲート前渋滞を解消し、利便性向上・輸送コスト低減を通じた競争
力強化を図るため、混雑時間帯に利用する海コントレーラーを、非混雑時間帯である早朝及び昼休みに誘導処理する
渋滞対策事業※を実施。本事業により、ゲート前渋滞長を大幅に削減。

※港湾運営会社への国補助事業（国際戦略港湾競争力強化対策事業）を活用し、早朝及び昼休み時間帯にＩＮゲート処理を行う事業

渋滞による外部不経済を解消し、国際コンテナ戦略港湾の国際競争力を強化

ＲＣ７

ＲＣ６

ＰＣ１８

ＰＣ１７

ＰＣ１６

ＰＣ１３
ＰＣ１４

ＲＣ４ ＲＣ５

ＲＣ２

ＫＦ

Ｃ１０

Ｃ１１

Ｃ１２ Ｃ９

Ｃ２

Ｃ８

Ｃ４

Ｃ３

：事業実施ターミナル
■神戸港 ■大阪港 ■横浜港

六甲アイランド

ポートアイランド

夢洲

中埠頭

北埠頭

ポートタウン

コスモスクエア

【事業効果】平成28年度事業の実施により、ゲート前渋滞長を、
阪神港：早朝最大延べ５．６km（平均延べ3.3km）、昼休み最大延べ５．４km（平均延べ3.2km）
京浜港：早朝最大延べ３．５km（平均延べ3.1km）、昼休み最大延べ５．２km（平均延べ4.4km） 削減の効果を発揮。

国際コンテナ戦略港湾における渋滞対策事業の実施による「競争力強化」

Ｄ１

Ｄ４

ＢＣ・
C５～C9

Ｄ５

ＭＣ２
ＭＣ１

ＭＣ３ 南本牧

本牧
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荷役機械の遠隔操作化や情報技術の導入によりコンテナターミナルの生産性向上を実現

荷役システム高度化実証事業
（実施箇所：横浜港、神戸港）

有人ＲＴＧ

【現状】 有人ＲＴＧによる荷役作業

ＲＴＧの運転席の様子

オペレーター（管理棟）

管理棟からRTGを遠隔操作することにより
作業環境の改善、安全性及び生産性の向上を実現

【将来】 無人ＲＴＧ遠隔操作化による荷役作業イメージ

ゲート処理の効率化

【紙の搬出入票による受付】 【情報技術を活用した自動受付】

搬出入票の提示等を省略することで、ゲート処理時間を短縮

ヤード内荷役作業の効率化

車両位置情報に基づいた手戻りの
少ない効率的な荷役とすることで、
コンテナ搬出入に係る荷役時間を短縮

情報技術を活用した海上コンテナ物流の高度化実証事業
（実施箇所：横浜港）

オペレーター

23

管理棟

②事前荷繰りに活用
（コンテナターミナル）

①車両情報検知
（内陸部）

①車両情報検知
（ターミナル周辺）

【平成28年度実施内容】
横浜港、神戸港の既存ＲＴＧを１基ずつを遠隔操作化し、遠隔操作ＲＴ

Ｇの走行・停止性能、コンテナ荷役性能、衝突防止や無線通信の障害
の有無等の安全性能を検証

【平成28年度実施内容】
横浜港において、港湾関係者や行政機関らで構成する検討会を設置

し、システム要件の検討、29年度の試験運用に向けた調整を実施。

コンテナターミナルの生産性向上

コンテナ船の更なる大型化の進展や将来の労働人口の減少が見込まれるなか、コンテナターミナルの生産性の向上を図るた
め、既存ターミナルにおいて、ＲＴＧ（門型クレーン）の遠隔操作化の導入や、ゲート処理への情報技術の活用等に係る実証事業
を2016年から3年間の予定で実施。



（参考）戦略港湾政策の関連報道
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国際コンテナ戦略港湾政策の進展により、様々な成果が発現。

日本海事新聞 平成２９年２月１４日（火） １面

（参考）戦略港湾政策の関連報道

日本海事新聞 平成２９年５月２９日（月） １面
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国際コンテナ戦略港湾政策の進展により、様々な成果が発現。

マリタイムデーリーニュース 平成２９年５月１０日（水） ４面（抜粋）

（参考）戦略港湾政策の関連報道

海事プレス 平成２９年３月３１日（水） １０～１１面
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